
第 131回伊達市災害対策本部会議 
平成 24年 7月 24日（火） 

9時 30分～10時 10分 

保原庁舎 2階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 
 
 
 
 
（2）第 4回伊達市一斉放射線量測定の実施について 
 
 
 
 
（3）平成 24年産米の全量検査について 
 
 
 
 
（4）除染推進センターだより（第 5号）の発行について 
 
 
 
 
 
2 その他 
（1）第 273・274回福島県災害対策本部会議の概要について 
 
 
 
 
（2）災害対策号（第 62号）の発行について 
 
 
 
 
次回  8/7（火）  10 時 ～ 
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第 131回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 
平成 24年 7月 24日（火） 9：30～10：10 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

除染業務の進捗状況について、A エリアに関しては、霊山町小国地区の民家除染（2 棟）を試

験的に実施、先週までに完了した。また、仮置場に関しては、現在、霊山町石田坂ノ上地区の

仮置場測量造成を行っている状況である。確保状況としては、契約済み 16 箇所、面積にして

56,835㎡である。ただ、他の地区からの廃棄物を受け入れるとなると、困難な状況にある。引

き続き契約に向けて努力して参りたい。 

Bエリアについては、今週（平成 24年 7月 23日の週）から、霊山町山戸田地区の公共施設モ

ニタリングを開始した。また、住宅のモニタリングについても準備に取り掛かった。詳細は資

料のとおりである。 

 

（2）第 4回伊達市一斉放射線量測定の実施について 

環境防災課長が資料により説明した。 

第 4回目となる市内一斉の放射線量測定は、平成 24年 7月 26日（木）から 29日（日）にか

けて実施する。 

各総合支所に協力をいただきながら、計 738地点の測定を一斉に行うものである。測定結果は、

平成 24年 8月 23日に配布できるよう進めて行きたい。 

（市長） 

市内一斉測定は、これまで約 4箇月間隔で計 3回実施してきた。今回で第 4回目となり、開始

から約 1年を迎えることとなる。この点で、ひとつの区切りと考えられるだろう。 

今後も、引き続きモニタリングを実施することは重要であると考えているから、今回の一斉測

定をもって終了するということはしない。 

除染を本格的に進めていく中で、現在、具体的なモニタリングは既に地点別に細かく実施でき

ている。そうした除染と一斉モニタリングとの間におけるデータの新たな活用方法等について

は、今後も考えていかなければならない。全体的にどういった線量かというものも必要な資料

であるので、これまで 4 回のデータを考察するとか、A・B・C エリアそれぞれのエリアごと

にどれだけの割合で線量が下がったのかといった検証を行い、どうであったのかということを

まとめることが必要とされる。 

除染が今後進んでいけば、第 5回目、第 6回目の測定といった具合で、具体的に効果が反映さ

れてくるものであろうと考えている。 

当面の目標としては、特定避難勧奨地点の解消であると考えているので、その申請はいつ可能

なのかが重要となってくる。個人的には、年内にも解消をしたいと考えている。仮に Aエリア

の除染が全て済まなくても、線量が一定程度まで下がれば、それをもって国に対して勧奨地点

の解消を申請することは出来るのではないかと思っている。 
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（市民生活部次長） 

勧奨地点の解消については、原子力災害現地対策本部で複数回（2 回以上）測定し、確実に年

間積算 20mSv に達しないということがわかれば、原子力災害対策本部で判断する流れである

から、市から国に申請するというよりは、国から市に協議があると考えている。 

（市民生活部長） 

国の原子力災害現地対策本部に対しては、勧奨地点の解消に係る具体的な流れを早めに示して

ほしいということを要望している。解消に向けた測定の時期及び測定の進め方等については、

当市と協議して決めたいということで確認をしている。 

 

（3）平成 24年産米の全量検査について 

産業部長が資料により説明した。 

「ふくしま恵み安全・安心推進事業」と題し、県で推進する事業について報告する。これは、

原発事故に伴い、県内全域で農林産物への放射性物質の影響が及んでいることから、放射性物

質検査を含めた新たな安全管理システムを確立すべく、産地が主体となって行う農林産物の安

全確保強化対策を実施するとともに、消費段階での安全性の可視化のための活動を推進するも

のである。県内で生産される全ての農林産物を検査対象とするが、このたび、当面は平成 24

年産米を対象として実施することで検査体制が整った。 

コメの全袋検査のための機種選定にあたっては、近隣の市町（福島市・桑折町・国見町）と協

議を行い、同一の機種にすべきであるとして設定した。1 袋あたりの検査時間は約 15 秒、ス

クリーニングレベルは 70Bq/kgである。70Bq/kg以下であれば、間違いなく基準を超えるコメ

は出ないものと考えられる。しかし、我々はより基準を厳しく設定し、50Bq/kgを超えた場合

は精密検査を行うことの検討も進めている。本検査の実施により、絶対に基準値を超えるコメ

は出さないという体制を構築して臨みたい。 

なお、平成 24 年産米の作付面積としては、約 1,200ha、コメの生産量としては多く捉えても

30kg袋で 20万袋以下と想定されており、検査機器は 3台で十分対応可能であると考えている。 

詳細は資料のとおりである。 

 

（市長） 

50Bq/kgを超えたものについて精密検査を実施するという基準はどういった判断なのか。 

（産業部長） 

50Bq/kgは当市独自の基準である。機種のスクリーニングレベル（70Bq/kg）に設定している

自治体が多いが、集荷業者等にも対応したより厳しい基準として 50Bq/kgに設定する旨を JA

と協議し、決定した。 

 

（市長） 

食品中の放射線量が「0」Bq/kg でなければならないという消費者や業者もいるが、自然由来

の放射線も存在することから、食品中の放射線量が 0Bq/kg であることはありえない。カリウ

ム 40であれば、一般的な食事でも 30～50Bq/kg検出される。放射線であれば、セシウムが発

するものであろうとカリウムであろうと違いはない。我々もこの点を認識しなければならない。 
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（4）除染推進センターだより（第 5号）の発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

下小国地区の仮置場視察の様子及びその際の意見を中心として調製し、仮置場等説明会で出さ

れた質問と回答についても取り上げた。掲載内容については、添付資料のとおりである。 

 

（市長） 

質問と回答の欄に「一般的には距離の 2乗に反比例するといわれています」という表現がある

が、はっきりと科学的に証明されているのであれば、「反比例します」という表現でよいので

はないか。仮置場視察の様子として掲載されている写真には、あわせて具体的な地名も掲載し

たほうが望ましい。 

（市民生活部長） 

指摘いただいた若点を修正し、7月 26日に配布することとする。 

 
2 その他 
（1）第 273・274回福島県災害対策本部会議の概要について 

市民生活部長が資料により説明した。 

第 273回の県本部会議では、県が実施した母乳に係る放射性物質の検査結果が取り上げられた。

検査件数は 26件と少ないが、全てから放射性セシウムは検出されなかったとの結果である。 

 

（2）災害対策号（第 62号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

 

（市長） 

今災害対策号の 1面には甲状腺に関する記事として、福島県立医科大学医学部教授の鈴木眞一

氏に作成を依頼、掲載している。知識も権威もある方の記事であるから、意義があり非常に貴

重なものである。肩書きや余白の取り方も含めて、市民によりわかりやすい掲載としたい。文

章が専門的過ぎるなどの場合は、市側では修正せずに、鈴木氏に修正をお願いすること。 

 

来週から 8月になり、桃の最盛期も迎える。ももの里マラソンの出席者も 6,000人近くの参加

をいただく。夏のイベントも複数催されるから、市としても盛大に、市民に前向きな気持ちを

醸成していく気持ちで取り組んでいただきたい。依然として、当市からも 1,000人近くが県外

に避難している。ぜひ、県外避難の方についても、今冬前の解消を目指した勧奨地点とあわせ

て、どうすべきかの取り組みについて検討を進めていきたい。 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24年 8月 7日（火） 10時～ 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


